
コンクリート工学年次論文集，Vol．23，　No．1，2001

論文　Bridge　Management　Systemにおける劣化要因を考慮した

維持管理対策の選定

横山博司de1・中村秀明de2・河村圭★3・宮本文穂★4

　要旨：近年，限られた予算の中で効果的な維持管理計画を策定するシステムが注目されて

いる。このような背景のもと，本研究室では「橋梁維持管理支援システム：Bridge

Management　System」の開発を行ってきた。効果的な維持管理を行うには，損傷を修復す

ることはもちろん，その損傷を引き起こしている劣化要因を排除・抑制することが重要であ

る。そこで本研究では，点検で確認された損傷や作用しているであろう劣化要因に対して，

効果的な維持管理対策が選定できる「維持管理対策選定機能」をBMSに新たに追加した。
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1．緒言

　我が国では，社会基盤整備のため，戦後多くの

コンクリート橋が建設され，その多くは現在も供

用されている。しかしながら，現在ではこれら橋

梁の劣化が進んできており，剥離コンクリートの

落下などによる事故も起こっている。コンクリー

ト橋を長期間に渡って安全に供用していくために

は，適切な維持管理を行うことが必要不可欠であ

る。しかしながら維持管理に用いることのできる

予算には上限があるため，要求される全ての維持

管理業務を行うことは現実的に不可能である1）。

従って，限られた予算内で合理的かつ効果的な維

持管理を行う必要がある。効果的な維持管理を行

うためには，損傷を修復することはもちろん，そ

の損傷を発生させている劣化要因を排除・抑制す

る対策が必要である。

　このような背景の下で，著者らは，橋梁に対す

る包括的な維持管理業務の支援を可能とする統

合型システムとして，橋梁維持管理支援システム

「Bridge　Management　System（以下，　BMS）」

の開発を行ってきた2）。

　本研究では，点検で確認された損傷や作用して

いるであろう劣化要因に対して，効果的な維持管

理対策が選定できる「維持管理対策選定機能」を

BMSに新たに追加した。さらに，これらの機能

を山口県下で実際に供用されている橋梁に適用

し，その出力結果と専門技術者へのアンケート結

果とを比較することにより本機能の有効性を検

証した。

2．維持管理対策選定の流れ

　橋梁の維持管理対策を選定する際に必要なこと

は，まず対象部材に発生している損傷や作用して

いる劣化要因を正確に把握することである。しか

しながら部材内部に発生している損傷や劣化要因

は，目視程度の点検データでは把握することは困

難である。そこで，目視程度の点検データで確認

できない損傷や劣化要因を，確認できた損傷から

推定することが必要であり，BMSでは，劣化要因

推定機能3）により，作用している劣化要因や今後

生じる可能性のある損傷を推定している。

　次に，効果的な維持管理対策を行うためには，

橋梁に発生している損傷や劣化要因を正確に把握

し，重大な損傷や劣化要因を優先的に修復したり．r
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表一2事象ランクと重み
事象ランク 重み

1 2．0

H 1．0

皿 0．5

】V 0．2

0．K． 0．0

劣化要因 1．0

クを事象ランクとして用いる。②に対しては，建

設省土木研究所「橋梁点検要領（案）」4）に記述して

ある損傷に対しては，その損傷が取りうるランク

の中で最もランクの低いものに設定し，記述され

ていない損傷に対しては構造力学的に対象部材へ

著しく影響を与えると思われるものに対してはラ

ンクll，影響を与えると思われるものに対しては

ランク皿，構造力学的には影響ないが，美観を損

ねたりするような損傷はランクIVに相当するもの

と設定した。③に対しては，各損傷ランクのほか

に劣化要因のランクを設けて，すべての劣化要因

はそのランクに属するものとした。

　本システムでは，これらの事象ランクを重みに

変換することにより必要性に応じた維持管理対策

の選定を行っている。維持管理対策を選定する際

の目的に応じて各事象ランクの重みを変更するこ

とによって，どの事象ランクに重点を置いた対策

であるかを調整することができる。ここでは，一

般に構造物の劣化は，損傷が進むほど損傷の進む

速度が速くなると考え，事象ランクの重みへの変

換を表一2に示すように等比級数的に設定した。事

象ランクの重みへの変換は，橋梁を管理する管理

機関ごとに管理基準が異なるため，システム実行

時に変更可能としている。例えば，事象ランク1

の重みを他に比べ大きく設定すると，維持管理対

策の選定の際に，事象ランク1に対する維持管理

対策が選定されやすくなる。また，劣化要因を重

視して維持管理対策を選定したいときは，劣化要

因に対する重みを上げればよい。逆に劣化要因を

全く考慮しないで維持管理対策を選定したいとき

は，劣化要因に対する重みを0．0にすればよい。

　2．3施工条件の判定

　維持管理対策を実施する際には、　「交通規制が

できない」などといった施工条件が存在する。こ

のような場合には施工条件を満足する維持管理対

表一3本研究で考慮する維持管理対策
N・．1 対策工法名　　1対象部材　1　　施工条件

1 樹脂注入 主桁，床版

2 断面修復 主桁，床版

3 再舗装 床版 交通規制が必要

4 床版上面増厚 床版
交通規制が必要

再舗装と併用

5 床版下面増厚 床版

6 床版打換え 床版
交通規制が必要

再舗装と併用

7 表面保護 主桁，床版

8 鋼板（FRP）接着 主桁，床版 樹脂注入と併用

10 電気化学的補修 主桁

11 表面清掃 主桁，床版

12 排水管設置 主桁，床版 既設の排水管なし

策を選定する必要がある。表一3に本研究で考慮し

た維持管理対策の一覧を示す。施工条件で「交通

規制ができない」場合には，　「再舗装」，「床版上

面増厚工法」，「床版打換え」は選択できないよう

にした。また，施工条件ではないが，既に排水管

が設置されている場合には，再度排水管を設置す

ることはないので，　「排水管設置」は選択できな

いようにした。次に，対策によっては他の対策と

組み合わせて施工する必要があるものもある。通

常「鋼板（FRP）接着」を行う際には事前に「樹脂

注入工法」でひび割れを埋めて，その後施工を行

う。また，　「床版上面増厚工法」，「床版打換え工

法」は「再舗装」が必要となる。本研究では，こ

れらの施工条件を考慮し，維持管理対策の選定を

行っている。

　2．4維持管理対策工法の効果の定量化

　維持管理対策を選定するためには，維持管理対

策工法の効果をあらかじめ定量化しておく必要が

ある。維持管理対策工法の効果の概略を図一3に示

す。本研究では，維持管理対策工法は，劣化要因

を抑制し，損傷を修復するもので，複数の損傷お

よび劣化要因に効果があるものとしている。また，

維持管理対策工法には，　「主効果」と「従効果」

があるものと仮定している。　「主効果」とは「あ

る損傷や劣化要因に効果をあげるために施工され

る対策本来の効果」であり，　「従効果」とは「あ

る損傷や劣化要因に効果をあげるために施主され

るが，他の損傷や劣化要因にも効果がある副次的

効果」と定義した。例えばi床版下面増厚工法に
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・劣化要因を抑制し，損傷を修復する

・ 複数の損傷および劣化要因に効果がある

　対策
　　　　　　　　　　　　　要因
　表面保直工法　　　　　　　　　中性化

　　　　　　劣化要因を抑制する

　　　　　　　　　　　　損傷

　　　　　　　　　　　　錆汁　対策

　コンクリート
　表面の清掃　　　　　　　　損傷

　　　　　　　　　　　　　遊離石灰
　　　　　　損傷を修復する

・ 劣化要因の場合→112の効果がある

図一3維持管理対策工法の効果の概略

は主効果として床版が厚くなることによって力学

的な劣化要因に効果があり，一従効果としてかぶり

が厚くなることによって塩害や中性化に効果があ

る。また，維持管理対策工法中の複数の対策工法

が同じ損傷や劣化要因に対して効果を持つ場合，

損傷に対しては，一つの対策工法により完全修復

することができるため，二つ目以降の対策工法に

よる効果は無いものとした。劣化要因に対しては，

複数の対策工法により別の角度から劣化要因を抑

制・排除する効果を期待できるため効果が低減さ

れるものの二つ目以降の対策工法に対しても効果

があるものとした。

表一4　対策工法の主効果，従効果，費用（主桁）

Nol　対策工法名　1主効果（主桁）1 従効果（主桁） 1費用（u）

1 樹脂注入 5 23．8

2 断面修復 8，11”15，30，31 3 14．0

7 表面保護 30β1 32 25．2

8 鋼板（FRP）接着 19．28 16，18，23，24 75．0

9 プレストレス導入 23．24 150．0

10 電気化学的補修 30 30．0

11 表面清掃 4，9，17，20，21 5．0

12 排水管設置 9 30．0

表一5対策工法の主効果，従効果，費用（床版）
Nol　対策工法名　1主効果（床版）1従効果（床版）1費用（U）

1 樹脂注入 6 23．8

2 断面修復 8，11，14，15，30，31 3 14．0

3 再舗装 10 15．0

4 床版上面増厚 22 2，16，18，28 43．0

5 床版下面増厚 22．27 30．31 35．0

6 床版打換え 3⑤38以外 45．0

7 表面保護 30．31 32 25．2

8 鋼板（FRP）接着 19．28 2，16，18，22 75．0

10 電気化学的補修 30 30．0

11 表面清掃 4，9，17，20，21 5．0

12 排水管設置 9 30．0

　本研究で考慮する維持管理対策工法のそれぞれ

の損傷および劣化要因に対する主効果・従効果お

よび対策工法の費用を公団等の平均的な補修・補

強実績5）を基に表一4および表一5のように設定した。

なお，表中の主効果および従効果の欄内に記述し

てある数値は，表一1の番号と対応している。また，

費用の単位U（Unit）は，1U≒￥1，000／m2と換算して

いる。

　2．5維持管理選定問題の定式化

　維持管理対策の選定は，　「数種類ある対策をど

のようみ組み合わせて用いれば条件を満たすよう

な維持管理対策が行えるか」という組み合わせ最

適化問題であると言える。そこで本研究では，橋

梁の維持管理対策選定を組み合わせ最適化問題と

して定式化し維持管理対策の選定を行った。

　本研究では，制約条件を維持管理対策に要する

コストを予算内に抑えることとし，目的関数を対

象部材に対する維持管理対策の「効果の最大化」

とした。ここで，効果の最大化とは維持管理対策

を実行することによって部材に発生している損傷

や作用している劣化要因へ及ぼす効果を最大化す

るものである。目的関数と制約条件を以下に示す。
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Obj　ectives

　Yi　・Yn＋｝1、→Max

づ》∫楓・己・CF，・RK，

　　　・》Σ±・4・瓦・CF，・eXi

弓》》ア幅・E；・CF，・aUi

　　　＋〉》Σ±・4・E，1・CF，・RKi

Subjective　to

　　C≦Bu

　　　　M　　c一ΣA，・c，

ここで，

i：維持管理対策番号（表一3参照）

∫：事象番号（表一1参照）

Y，：維持管理対策の効果，

Y，、：維持管理対策の主効果

Y，、：維持管理対策の従効果

1
∫

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

　：維持管理対策の事象ノへの効果の重なり回数

f（i、）：損傷ノの効果の重なりによる効果の有無

　　f（・・）一　（i’1：㍑：ξ；

A：維持管理対策に対策iを含めるかの決定変数
t

　　A・　＝｛；≧ξ昧

E：対策iの事象プに対する主効果の有無
　∬

　　E・…”｛；：1灘：

罵：対策iの事象ノに対する従効果の有無

　　E；・・一｛；嶽㌘

CF：事象ノの確信度
　i
RK：事象ノが属する事象ランクの重み
　j
M：対策数，N：事象数，　s：損傷数

C：維持管理対策に要する費用

q：対策iに要する費用

．Bu：維持管理対策に用いることのできる予算

　2．6　GAによる維持管理計画策定

　前節で示した組み合わせ最適化問題を解く最適

化手法には，遺伝的アルゴリズム（GA）を用いてい

る。GAは生物の遺伝的進化のメカニズムを工学

的にモデル化したもので，組み合わせ最適化問題

の解法として最近注目されている。GAの具体的

な適用方法については文献3）に譲る。

表一6　劣化要因の推定結果

　　　　　　　　　　診断者
劣化要因名

専門技

術者A
専門技

術者B
System

荷重などの力学的要因 4 3 0．6

練り混ぜから養生までの不良 3 2 0．4

配筋誤差 3 2 0．1

かぶり不足 3 2 0．1

鉄筋量不足による剛性不足 4 2 04
アルカリ骨材反応 3 3 0．4

塩害 2 3 0．2

中性化 3 4 0．2

凍害 3 4 0．4

低品質な骨材 3 3 04
排水機能不足 4 5 0．9

予期しない外力（事故、地震等） 2 3 0．4

型枠・支保工の不良 3 2 0．4

基礎条件の変化 3 2 0．4

専門技術者の評価　　1：全く作用していないと考えられる
2：あまり作用していないと考えられる
3：不明
4：少し作用していると考えられる
5：強く作用していると考えられる

3．本機能の実橋への適用と検証

　適用例として山口県内に実際に架設されている

Tu橋に本機能を適用し，維持管理対策選定結果の

検証を行った。

　3．1対象橋梁の概略と損傷状況

　対象としたTu橋は，昭和38年5月に架設され

た橋齢36年となる3主桁4径間のRC単純T桁橋

である。主要県道に架設されており，工事車両等

が多く通行していた。主桁では，下面に軸方向ひ

び割れおよび軸直角方向ひび割れが見られ，また

側面には斜め方向のひび割れが見られた。床版で

は，中央部に遊離石灰を伴う橋軸直角方向のひび

割れが一部発生しており，ハンチ沿いのひび割れ

も1箇所発生していた。さらに，伸縮装置および

排水管において土砂詰まりが見られた。

　3．2劣化要因の推定

　まず始めに，橋梁の点検を専門技術者にお願い

し，確認された損傷を劣化要因推定機能に入力し，

劣化要因および今後発生が予測される損傷の推定

を行った。劣化要因推定機能3）により推定された

結果を表一6に示す。劣化要因推定機能からの出力

は0～1の範囲で出力される。

　3．3　維持管理対策の選定

　専門技術者および本機能の床版に対する工法選

定の結果を表一7に示す。なお，表中の「規制可能」

は「交通規制が可能」という条件で最適化した結

果を示し，「規制不可」は「交通規制ができない」
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表一7　「Tu橋」に対する工法選定結果

回舗　　ll　　　　　　対策工法　　　　　　　巳剰費用（u）

専門技術者A
床版（床版上面増厚，床版下面増厚，床版打換え，再舗装，橋面防水工）
主桁（断面修復，架け換え）

12．11 152．0

専門技術者B
床版（樹脂注入，床版上面増厚，床版下面増厚，排水管設置）
主桁（特になし）

3．85 13工8

習鑛罐） 床版（断面修復，表面清掃）
主桁（樹脂注入，表面清掃）

5．27 47．8

習㌶漂） 床版（断面修復，表面清掃）
主桁（樹脂注入，表面清掃）

5．27 47．8

潔雛麟酬 床版（断面修復，再舗装，床版打換え，表面清掃）
主桁（断面修復，表面清掃）

13．92 98．0

漂劉麟認 床版（断面修復，床版下面増厚，表面清掃）
主桁（樹脂注入，断面修復，表面清掃）

7．67 96．8

漂籔麗囎 床版（断面修復，再舗装，床版打換え，表面清掃）
主桁（樹脂注入，断面修復，表面保護，表面清掃）

15．36 147．0

響劉麟認 床版（樹脂注入，断面修復，床版下面増厚，表面清掃）
主桁（樹脂注入，断面修復，表面保護，表面清掃）

8．61 145．8

という条件で最適化した結果を示している。ここ

で，専門技術者の回答欄中の効果と費用は，専門

技術者から得られた維持管理対策工法を本機能に

入力し，計算した結果を示している。

　表一7の選定結果を見ると，予算の上限を100U

と設定した場合，本機能の選定結果と専門家の結

果は，概ね一致している。また交通規制を考慮し

た場合の結果もほぼ一致している。本機能からの

出力では表面清掃が選定されているが，これは，

点検により排水管の詰まりが見られたことから，

選定されている。予算の上限を50Uから100Uに

変化させた場合，特にSystem（規制可能）では，そ

の対策効果が大幅に増加している。一方，予算の

上限を100Uから150Uに増加させた場合には，対

策効果はそれほど増加していない。予算上限を

100Uとした時点で，本機能からの出力結果は，専

門家の出力結果よりも安価なコストで対策効果の

高い対策工法を選定しており，比較的うまく選定

していると言える。しかしながら，専門技術者は，

遊離石灰の析出状況などから，ひび割れからの漏

水対策として橋面防水工を対策工法として選定し

ているが，本機能では，橋面防水工を対策工法と

してシステムに組み入れていなかった（表一一3参

照）ため，本来なら当然選定されるべき工法が選

定されていない。今後は，本機能で扱う工法の追

加等を行う必要がある。

4．結論

　本研究では，点検で確認された損傷や作用して

いるであろう劣化要因に対して，効果的な維持管

理対策が選定できる「維持管理対策選定機能」を

BMSに新たに追加した。さらに，これらの機能を

山口県下で実際に供用されている橋梁に適用し，

その出力結果と専門技術者へのアンケート結果と

を比較することにより本機能の有効性を検証した。

　本機能からの工法選定結果は，専門技術者の選

定したものと概ね一致しており，また，専門技術

者よりも安価なコストで対策効果の高い工法を選

定しており，比較的うまく選定している。しかし

ながら，本機能で扱う工法が十分に充実しておら

ず，今後，工法の追加等が必要である。
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